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１．はじめに

2

2024.3現在

・経年劣化に関する技術的な評価を実施
・長期施設管理方針の策定

保安規定変更認可に係る審査
・高経年化技術評価
・長期施設管理方針
の妥当性について審査中

1994.12 伊方発電所３号機運転開始

2023.11 長期施設管理方針を反映した
保安規定の変更認可申請

2024.12 運転開始後３０年

2034.12 運転開始後４０年

・策定した長期施設管理の実施

（１）高経年化技術評価とは

• 原子炉等規制法等に基づき、原子力発電所の運転開始後３０年を経過する日までに、安全機能を有する
機器・構造物等に対して経年劣化に関する技術的な評価を実施し、３０年以降の１０年間に実施すべき
施設管理に関する方針（長期施設管理方針）を策定するもの。

• 策定した長期施設管理方針は保安規定※へ反映し、国の認可を受けることが求められている。

（２）伊方発電所３号機の状況

• ２０２４年１２月１５日に運転開始後３０年を経過することから、
高経年化技術評価を実施し、大部分の機器・構造物について
は、現在行っている保全活動を継続することで、長期的に健全
性が維持できることを確認した。

• また、一部の機器については、現在行っている保全活動を継
続することで健全性が維持できるものの、今後１０年間の運転
を見据え留意すべき事項を抽出し、長期施設管理方針を策定
した。

• 長期施設管理方針を反映した保安規定については、２０２３年
１１月１日に変更認可申請を実施し、現在、国の審査を受けて
いるところ。

本日は、伊方発電所３号機の高経年化技術評価の実施内容およ
び長期施設管理方針の概要について報告する。

※ 原子力発電所が運転中および停止中に、事業者が実施すべき事項や、従業員等への保安
教育の実施方針など原子力発電所の保安のために必要な事項が定められているもの。
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２．伊方発電所３号機の概要

〇主要仕様

電気出力 約８９万ｋＷ

原子炉型式 加圧水型軽水炉

原子炉熱出力 約２，６５２ＭＷ

燃料 低濃縮ウラン燃料
ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料
（燃料集合体１５７体のうち、ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料集合体は
最大４０体）

〇主な経緯

〇運転実績（２０２３年３月末時点）

累積平均設備利用率 ６３．６％

計画外停止回数 ０回

原子炉設置許可 １９８６年 ５月

建設工事開始 １９８６年１１月

営業運転開始 １９９４年１２月
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２．伊方発電所３号機の概要

原子炉容器

１次冷却材ポンプ

蒸気発生器

加圧器

タービン

発電機

復水器

循環水ポンプ

給水ポンプ

余熱除去ポンプ

余熱除去冷却器

原子炉容器上部ふた取替

 応力腐食割れへの対応
（２０１７～２０１８年度）

加圧器管台セーフエンド※３取替

 応力腐食割れへの対応
（２００６年度）

余熱除去系統配管取替

 高サイクル熱疲労割れ※４への対応（２００７年度）

原子炉容器出入口管台溶接部等
の残留応力低減

 応力腐食割れへの対応
（２０１７～２０１８年度）

〇主要機器改善の状況

伊方発電所３号機において、安全性・信頼性を向上させるために実施した主な予防保全処置※１は、応力腐食割れ※２

への対応を中心に以下のとおり。

蒸気発生器冷却材出入口管台溶接部の残留応力低減

 応力腐食割れへの対応（２００８年度）

※１ 国内外のトラブル事例を踏まえ、同様な事象を発生させないために実施する処置

※２ 材料（金属材料の性質）、環境（金属材料が腐食しやすい環境）、応力（金属材料に外部から力が加わった時に、材料内部に生じる力）の３つ
の要因がそろった場合に割れが発生する事象。配管等の溶接部に残った応力（残留応力）を低減するなど、３つの要因がそろわないようにする
ことで、応力腐食割れの発生を防止することができる

※３ 材料が異なる配管を接続するための短管

※４ 配管内の流体の温度変動が繰り返し発生することで、金属材料内部に熱による力が繰り返し生じ、疲労割れが発生する事象
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３．高経年化技術評価および策定した長期施設管理方針の概要

（１）高経年化技術評価の要求事項

（２）高経年化技術評価実施フロー（概要）

（３）評価対象設備の抽出

（４）高経年化対策上着目すべき劣化事象の抽出

（５）主要６事象の概要

（６）高経年化技術評価の結果

（７）経年劣化事象の評価および長期施設管理方針

本章は、以下の流れで説明する。
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（１）高経年化技術評価の要求事項

 高経年化技術評価は、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規
則」においてその実施が義務付けられており、評価に際しての基本的な
要求事項は、原子力規制委員会が定めた「実用発電用原子炉施設におけ
る高経年化対策実施ガイド」（以下、「実施ガイド」という）に規定さ
れている。

 基本的な要求事項をまとめると以下のとおり。

運転開始後３０年を経過する日までに、

 安全上重要な機器等について、運転開始後６０年を想定した機器・
構造物の健全性評価および耐震安全性／耐津波安全性評価を実施

 長期施設管理方針を策定し、保安規定に反映



（２）高経年化技術評価実施フロー（概要）

 高経年化技術評価および長期施設管理方針の策定は、以下の流れで実施する。

評価対象設備の抽出
（安全機能を有する機器・構造物等）

高経年化対策上着目すべき
劣化事象の抽出※１

長期施設管理方針の策定

・中性子照射脆化（中性子により材料がもろくなる）

・原子炉容器等の低サイクル疲労（疲労割れ）

・電気・計装品の絶縁低下（電気を遮断する能力の低下） 等

経年劣化事象※２の評価

健全性評価 現状保全

総合評価

高経年化への対応の抽出

※１ 国内外の運転経験および最新知見について高経年化への影響を検討した上で、劣化事象を抽出
※２ 耐震安全性／耐津波安全性評価、冷温停止時に厳しくなる劣化事象の評価を含む。

【健全性評価】
・経年劣化事象が機器・構造物に与える影響の確認

【現状保全】
・点検、取替、補修、機能試験等、現状実施している保全活動
の確認

【総合評価】
・経年劣化事象発生の可能性および進展傾向に対する現状
の保全活動の妥当性確認

原子炉容器、蒸気発生器、１次冷却材配管、ポンプ、
弁、ケーブル 等

7

・今後１０年間の運転を見据え留意すべき事項を抽出し、長期
施設管理方針を策定
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（３）評価対象設備の抽出

燃料取替

用水ポンプ

燃料取替
用水タンク

使用済

燃料ピット

外部遮へい

原子炉容器

加圧器

蒸気

発生器 蒸気

水
タービン

1次冷却材ﾎﾟﾝﾌﾟ

余熱除去

ポンプ

余熱除去

クーラ 給水ポンプ

主変圧器

復水器

発電機

海水

循環水ポンプ

 評価対象設備として、伊方発電所３号機の安全機能を有する機器・構造物等から、

原子炉容器のほか､配管､ポンプ､弁など約２万５千点を抽出。



9

原子炉容器

１次冷却材ポンプ

蒸気発生器

加圧器

タービン

発電機

復水器

循環水ポンプ

給水ポンプ

余熱除去ポンプ

余熱除去冷却器

（４）高経年化対策上着目すべき劣化事象の抽出

①低サイクル疲労
（原子炉容器、蒸気発生器 等）

③照射誘起型応力腐食割れ
（炉内構造物）

④２相ステンレス鋼の熱時効
（１次冷却材配管、１次冷却

材ポンプ 等）

⑤電気・計装品の絶縁低下
（ケーブル、弁電動装置 等）

⑥コンクリートの強度低下
および遮へい能力低下
（外部遮へい壁 等）

【その他の経年劣化事象（２事象）】（概要については「参考５」参照）

 電気ペネトレーションの格納容器バウンダリ機能に係る気密性低下
 光ファイバケーブルのコード外皮、シースおよび心線被覆の劣化

②中性子照射脆化
（原子炉容器（下胴部））

 日本原子力学会が定めた標準※１等から経年劣化事象と部位の組み合わせを基に網羅的に経年劣化事象を整理。

 整理した経年劣化事象※２の中から、実施ガイドにおいて「高経年化対策上着目すべき劣化事象」として抽出することが規定されてい

る６つの事象（主要６事象：①～⑥）に加え、劣化傾向に関する知見や現状の保全活動を踏まえて、その他の経年劣化事象（２事象）

を高経年化対策上着目すべき劣化事象として抽出。

※１ 日本原子力学会標準「原子力発電所の高経年化対策実施基準」 附属書「経年劣化メカニズムまとめ表」

※２ 高経年化対策上着目すべき劣化事象に抽出されなかった経年劣化事象（摩耗、腐食等）についても問題ないことを確認している。
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（５）主要６事象の概要

「運転開始から長期間経過した発電用原子炉の安全性を確保するための規制制度の全体像について」（令和5年11月13日 原子力規制庁）より
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（６）高経年化技術評価の結果

 主要６事象の高経年化技術評価結果の概要については、下表のとおり。

劣化事象 評価結果概要

①低サイクル疲労
（参考P17～19参照）

原子炉容器等について、６０年間の運転に伴い材料に蓄積する疲労の程度を評価した結
果、運転開始後６０年時点で疲労による割れが発生しないことを確認。

評価結果は、プラントの起動・停止等の回数に依存するため、今後も継続的にそれらの回
数の実績を把握。 → 長期施設管理方針へ反映

②中性子照射脆化
（参考P20～24参照）

原子炉容器について、同じ材料かつ中性子照射された試験片を用いた試験（監視試験）等
を実施した結果、特異な脆化傾向はなく、運転開始後６０年時点で原子炉容器の健全性が
維持できることを確認。

将来の脆化傾向の把握、健全性評価の妥当性確認のため、今後も計画的に監視試験を
実施。 → 長期施設管理方針へ反映

③照射誘起型
応力腐食割れ

中性子照射量など、評価条件が厳しい原子炉容器内の構造物について評価した結果、運
転開始後６０年時点でも照射誘起型応力腐食割れが発生しないことを確認。

④２相ステンレス鋼の
熱時効

 ２つの金属組織を持つステンレス鋼が使用されている１次冷却材配管等について、熱時効
により材料の粘り強さ（靭性）が低下しても、配管等に仮定した亀裂が、運転開始後６０年
時点において急激に進展するような状況には至らないことを確認。

⑤電気・計装品の
絶縁低下

電気ケーブル等について、６０年間の通常運転で想定される熱や放射線による劣化、およ
び万一の事故を想定した熱や放射線による劣化を模擬した供試体を用いて試験を実施し
た結果、運転開始後６０年時点においても、事故時に絶縁性能を維持できることを確認。

⑥コンクリートの強度低下
および遮へい能力低下

 コンクリート構造物について、６０年間の運転における様々な劣化事象（熱、放射線など）を
想定して評価した結果、コンクリートの強度が急激に低下する可能性は極めて小さく、また
コンクリートの放射線遮へい能力が低下する可能性がないことを確認。
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（７）経年劣化事象の評価および長期施設管理方針

※１ 実施時期の「中長期」は２０２４年１２月１５日から１０年間を示す。

②原子炉容器、蒸気発生器、１次冷却材配管 等
（低サイクル疲労）

運転開始後６０年時点における原子炉容器等の疲労割れ
の発生の有無を評価し、判定基準に対し余裕のある結果を
得ているが、疲労割れ評価の結果は、温度・圧力変化を伴
うプラントの起動・停止等の回数に依存するため、継続的に
それらの回数を把握し、評価に用いた運転開始後６０年時
点の回数を上回らないことを確認する。

（実施時期：中長期※１）

 大部分の機器・構造物は、現在行っている保全活動（分解点検・手入れ等）を継続していくことで、健全性
を維持可能と評価。

 一部の機器については、今後１０年間の運転を見据え留意すべき事項を抽出し、長期施設管理方針とし
てまとめた。（赤字箇所）

①原子炉容器（中性子照射脆化）
これまでの監視試験結果による健全性評価において、原

子炉容器の中性子照射脆化が原子炉の安全性に影響を及
ぼす可能性はないとの評価結果を得ているが、健全性評価
の妥当性を確認するため、原子炉の運転時間・照射量を勘
案して第３回監視試験の実施計画を策定する。

（実施時期：中長期※１）

外部遮へい

原子炉容器

加圧器

蒸気

発生器

1次冷却材ﾎﾟﾝﾌﾟ

１次冷却材配管

①
②

②

※１ 実施時期における中長期とは２０２４年１２月１５日からの１０年間をいう。
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４．まとめ

以 上

 大部分の機器・構造物については、現在行っている保全活動を継続するこ
とで、長期的に健全性が維持できることを確認した。

 一部の機器については、現在行っている保全活動を継続することで健全性
が維持できるものの、今後１０年間の運転を見据え留意すべき事項を抽出
し、長期施設管理方針を策定した。

 策定した長期施設管理方針を保安規定に反映し、保安規定の変更認可申
請を実施した。

 今後、国の審査を経て保安規定変更の認可を取得し、その運用を通して
更なる安全性の向上を図っていく。
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【参考資料】

（参考１）ＧＸ脱炭素電源法案への対応について

（参考２） 「長期施設管理計画の認可制度」の概要

（参考３）経年劣化事象の評価（低サイクル疲労）

（参考４）経年劣化事象の評価（中性子照射脆化）

（参考５）その他の経年劣化事象（２事象）の概要
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（参考１）ＧＸ脱炭素電源法案への対応について

２０２３年５月３１日にＧＸ（Green Transformation）脱炭素電源法案が国会で可決され、高経年化した発電用原子
炉に対する規制（長期施設管理計画の認可制度）および発電用原子炉の運転期間に関する法律が一部改正さ
れ、同年６月７日に公布された。また、本改正法は、２０２５年６月６日に施行されることとなっている。

伊方発電所３号機については、新法令施行前に運転開始後３０年（２０２４年１２月１５日）を経過することから、現
行法令に基づき、２０２４年１２月１４日までに、今回策定した長期施設管理方針を反映した保安規定の変更認可
をうけ、その後、新法令に基づき長期施設管理計画を申請し、２０２５年６月５日までに国の認可を受ける必要が
ある。

長期施設管理計画については、別途原子力安全専門部会および環境安全管理委員会にてご報告する。

運転期間 30年 40年 50年 60年

現行法令
（原子炉等規制法）

新法令

安全規制
（原子炉等規制法）

利用政策
（電気事業法）

高経年化技術評価制度
▼認可 ▼認可 ▼認可

運転期間延長認可制度
▼特別点検

▼認可

長期施設管理計画
▼認可 ▼認可 ▼認可 ▼認可

▼特別点検 ▼追加点検

運転期間延長認可制度
(安定供給確保、自主的安全性向上、防災対策等)

▼認可

①

②

＊①が今回の報告内容。②については①の対応後に実施。

20年を超え
ない期間で
の運転延長
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 従来の高経年化技術評価と新たな長期施設管理計画では、事業者が行う劣化の予測・評価の技
術的な内容はほとんど同じ。

 長期施設管理計画では、劣化の予測・評価の詳細な方法や内容に加え、サプライチェーン等の
管理として製造中止品に対する管理方法等が新たに追加される等、従来よりも認可対象項目が
増え、規制が強化されている。

高経年化
技術評価

長期施設管理計画の期間（最長10年間）

長期施設管理方針

(方針期間：10年間)

施設管理の実施方針および施設管理目標

品質マネジメントシステム計画

高経年化技術評価制度（従来の制度） 長期施設管理計画の認可制度（新制度）

保安規定 劣化評価の方法
およびその結果

劣化管理に
必要な措置

長期施設管理計画

劣化管理に係る方針および目標※１

劣化管理に係る品質マネジメントシステム※２

サプライチェーン等の管理（今回追加）

原子力規制委員会の高経年化対策に係る認可対象

※１：保安規定の内容を踏まえ記載
※２：保安規定の記載事項を長期施設管理計画にも記載

評価結果を踏まえて長期施設管理方針を策定

評価結果を踏まえて劣化管理に必要な措置を策定

（参考２）「長期施設管理計画の認可制度」の概要
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（参考３）経年劣化事象の評価（低サイクル疲労）（１／３）

〇低サイクル疲労とは
• プラントの起動・停止等による温度や圧力の変化に伴い応力変動が繰り返されることで、プラントを構成する

圧力容器や配管等に疲労が蓄積し、割れ（疲労割れ）が発生する事象。

〇評価の概要
• プラントの起動・停止等による温度や圧力変化の回数（以下、「過渡回数」という）をこれまでの運転実績から

算出し、その結果に一定の保守性を考慮した運転開始後６０年時点の過渡回数（評価用過渡回数）を推定し、
日本原子力学会や日本機械学会が定めた基準※１や規格※２に基づき、疲労割れの発生の有無（疲労累積係
数※３）を評価する。

燃料取替

用水ポンプ

燃料取替
用水タンク

使用済

燃料ピット

外部遮へい

原子炉容器

加圧器

蒸気

発生器 蒸気

水
タービン

1次冷却材ﾎﾟﾝﾌﾟ

余熱除去

ポンプ

余熱除去

クーラ 給水ポンプ

主変圧器

復水器

発電機

海水

循環水ポンプ

１次冷却材配管

【評価対象設備】
原子炉容器、蒸気発生器、１次冷却材配管 等

※１ 日本原子力学会「原子力発電所の高経年化対策実施基準：2008（AESJ-SC-P005:2008）」

※２ 日本機械学会「設計・建設規格（JSME S NC1-2005/2007）」、「環境疲労評価手法（JSME S NF1-2009）」

※３ 疲労の蓄積程度を表す係数。１を超えると疲労割れが発生する可能性がある。
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評価用過渡回数の略式図(「停止」の例)

• 運転実績に基づく２０１９年度末までの過渡回数を用い、運転開始後６０年時点の
評価用過渡回数を以下のとおり推定。（一例として停止回数を例示）

〇過渡回数の考え方

（参考３）経年劣化事象の評価（低サイクル疲労）（２／３）

試運転

7回

2019年度末

      25回

運転開始後
  60年時点

      69回

過渡回数

1994.12 2054.12
運転開始後

60年
長期停止

開始
長期停止

終了

2011.5 2016.6
運転年数

傾きは実績頻度（一点鎖線）に
一定の保守性を考慮し設定

年平均過渡回数
（実績頻度）

2020.3
実績調査

時点
運転開始
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（参考３）経年劣化事象の評価（低サイクル疲労）（３／３）

〇評価結果（一例として原子炉容器の評価結果を記載）

• ６０年運転時点での疲労割れの発生の有無を評価した結果、すべての部位で疲労累積係
数が判定基準（１以下）を下回ることを確認した。

*1（外面）

*1（外面）

*1（管台溶接端部）

*2

*1（管台溶接端部）

*2

*2 *1
（ステンレス鋼
内張り有）

*1（計装筒溶接端部）

*2

*1

*2

*1
（ステンレス鋼
内張り有）

*2

⑦下部胴・下部鏡板接続部

⑤炉内計装筒

⑧炉心支持金物

②出口管台

①入口管台

③ふた管台④空気抜管台

⑥上部ふた・上部胴フランジ

：評価対象部位

評価対象

部位

疲労累積係数（判定基準：１以下）

設計・建設規格
による解析

環境疲労評価手法
による解析

① 0.038 0.001※３

② 0.047 0.001※３

③ 0.074 0.003※３

④ 0.038 0.001※３

⑤ 0.196 0.003※３

⑥ 0.008 －※４

⑦ 0.004 －※４

⑧ 0.005 0.001※３

⑨ 0.362 －※４

原子炉容器の疲労評価結果の例

⑨スタッドボルト

＊１：「設計・建設規格」による評価部位
＊２：「環境疲労評価手法」による評価部位

*1
（ステンレス鋼
内張り有）

※３：１次冷却材に接する環境でかつ疲労評価上最も
厳しい箇所の評価を実施しており、設計・建設規
格による評価部位と異なる。

※４：非接液部（１次冷却材に接する環境ではない）
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（参考４）経年劣化事象の評価（中性子照射脆化）（１／５）

〇中性子照射脆化とは

• 一般的に金属材料は粘り強さ(靭性)を有しており、中性子を浴び続けると金属材料は粘り強さ
(靭性)が徐々に低下し、もろくなる（脆化する）。この現象を中性子照射脆化という。

• また、金属はある温度以下になると粘り強さが低くなる性質があり、この性質が変わる温度を「
関連温度」という。

• 関連温度は、中性子を多く受けるほど高くなる性質があるため、原子力発電所を長く運転する
ほど、原子炉容器が受ける中性子の量が増え、関連温度が徐々に上昇するとともに、高温時
の金属を壊すために必要なエネルギー（上部棚吸収エネルギー）は低下する。

粘り強さのイメージ
中性子による照射脆化について

「中性子照射脆化評価について」（原子力エネルギー協議会（ATENA）より）

我慢できる
（粘り強い）

我慢できずに
割れる（もろい）
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（参考４）経年劣化事象の評価（中性子照射脆化）（２／５）

〇評価の概要

• 計算による評価や監視試験片※１を用いた試験※２により、運転開始後６０年時点の原子炉容器の粘り
強さについて、関連温度や上部棚吸収エネルギー、万一の事故時に原子炉に冷たい水が注入され急
冷される事象（加圧熱衝撃事象）に対する原子炉容器の健全性等について評価する。

• 監視試験片は原子炉容器よりも内側に配置されており、原子炉容器よりも中性子照射量が多いため、
中性子照射脆化に対して将来の状態を予測することが可能。

監視試験片入り
カプセル

原子炉容器
（低合金鋼）

中性子
（水により減速）

第１回取出済

第２回取出済

熱遮へい体

炉心槽
原子炉容器

監視試験片を収めるカプセルの配置

「中性子照射脆化評価について」（原子力エネルギー協議会（ATENA）より）

※１：原子炉容器製作過程で切り出した鋼材(低合金鋼)から作られている。
※２：専門の調査機関で衝撃試験等を実施し、健全性の評価を行っている。
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〇評価結果（関連温度および上部棚吸収エネルギー）

• 監視試験の結果、関連温度の実測値は国内脆化予測法※１に基づく予測の範囲内であり、特異な傾
向は認められない。

• ６０年運転時点での上部棚吸収エネルギーの予測値は、日本電気協会が定める規程※２の判定基準
（６８Ｊ以上）を満足している。

（参考４）経年劣化事象の評価（中性子照射脆化）（３／５）

評価点

上部棚
吸収エネルギー

（Ｊ）
判定基準※２

初期値 ２８５

≧６８
２０２０年

３月末時点
２６６

運転開始後

６０年時点
２５８

母材の上部棚吸収エネルギーの予測値

※１：日本電気協会規程（JEAC4201-2007/2013追補版）
※２：日本電気協会規程（JEAC4206-2007）

関連温度の予測値と監視試験結果の関係

-100

-50

0

50

100

150

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

関
連

温
度
（

℃
）

中性子照射量（×1019n/cm2，E＞1MeV）

国内脆化予測法の予測値（マージン含む）

現時点

(板厚の1/4深さ位置)

運転開始後60年時点

(板厚の1/4深さ位置)

第1回 第2回

国内脆化予測法の予測値(マージン含む)

● 監視試験実測値

-18

73

26

中性子照射量（×1019n/cm2，E＞1MeV）

第1回
［8EFPY※］

第2回
［48EFPY※］

2020年3月
時点

監視試験片は、原子炉容器より
炉心(燃料)に近い位置に装荷さ
れており、多くの中性子を受け
ているため、原子炉容器の将来
の状態を予測することができる。

運転開始後
60年時点 ※：EFPYとは、定格負荷相当年数で

あり、定格出力で連続運転したと
仮定して計算した年数を示す。
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（参考４）経年劣化事象の評価（中性子照射脆化）（４／５）

〇加圧熱衝撃評価

• 万が一、事故が起こった場合、燃料を冷やすために冷たい水が高温・高圧の原子炉容器
に注入されると、高温である原子炉容器外側と、水と接する内側の温度差により、原子
炉容器内面に引っ張りの力（壊そうとする力）が働く。

• このようなことが万が一起きて、仮に原子炉容器の内面に亀裂があったとしても、原子
炉容器が壊れないことを確認する。

加圧熱衝撃事象時の原子炉容器の状態

「中性子照射脆化評価について」（原子力エネルギー協議会（ATENA）より）
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（参考４）経年劣化事象の評価（中性子照射脆化）（５／５）

〇評価結果（加圧熱衝撃評価）

• ６０年運転時点における破壊に対する抵抗力（ＫⅠc）が破壊力（ＫⅠ）を常に上回り、脆
性破壊しないことを確認した。

0

50

100

150

200

250

300

0 50 100 150 200 250 300 350

Ｋ
I
，
Ｋ

I
ｃ
（
M
P
a
√
m
）

温 度 （℃）

(伊方3号炉の運転開始後60年時点のＫIｃ下限包絡曲線)

ＫIｃ=20.16+129.9･exp{0.0161(T-58)}

(伊方3号炉の現時点のＫIｃ下限包絡曲線)

ＫIｃ=20.16+129.9･exp{0.0161(T-21)}

ＫI
ＫI上限包絡曲線

KⅠc

KIｃの値が
KIの値よりも大きい KⅠ

加圧熱衝撃事象に対する健全性評価結果

現在の破壊に対する抵抗力
KIｃ

KIｃ

運転開始後60年時点の破壊に対する抵抗力

事故発生後に冷水が注入され、
温度が低下するにつれKⅠが変化

中性子照射により破壊に対する抵抗力が低下することを想定

破壊力

KⅠは様々な事故事象の
破壊力を包絡している
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 電気ペネトレーションの格納容器バウンダリ機能※１に係る気密性低下

Ｍ

原子炉格納容器

電気ペネトレーション

P

ケーブル

計装品(圧力計）

モータ

2

4

3

5

 光ファイバケーブルのコード外皮、シースおよび心線被覆の劣化

№ 部位 材料

1
光ファイバ
心線

石英ガラス（コア）

紫外線硬化型プラス
チック（被覆）

2 コード外被 プラスチック

3 シース
アルミラミネートテープ
付きプラスチック

4
テンション
メンバ※２ 強化プラスチック

5 介在紐※３ プラスチック

• コード外被、シースおよび心線被覆に使用している
プラスチック等の高分子材料が熱的・環境的要因で
劣化し、伝送光量が低下する事象。

• 敷設箇所が屋外埋設管路内の場合、溜まり水により
高湿度環境となることを考慮すると、伝送光量低下の
可能性は否定できないが、一方で、現状の保全は、
定期的に行う光量測定により、伝送光量の傾向を
把握し、劣化を検知することが可能であり、光量測定
を継続することで今後も健全性を維持できることを
確認した。

１

※２ 光ファイバケーブルに歪応力がかからないように、ケーブルに加えられる
応力や温度伸縮力を負担させる部位

※３ ケーブル全体の整形のために使用される部位

光ファイバケーブルの構造図

※１ 電気ペネトレーションとは、原子炉格納容器の電気配線貫通部のこと。

電気ペネトレーションを介し原子炉格納容器の内外で電力および制御信号の送受信を行っており、原子炉格納容器本体
と同様に、事故時に放射性物質を閉じ込める気密性 （格納容器バウンダリ機能）が求められている。

（参考５）その他の経年劣化事象（２事象）の概要

• 熱や放射線により、電気ペネトレーション内のシール部品（ゴムやプラスチック等の高
分子材料）が劣化し接着力が低下することで、原子炉格納容器内外が繋がる経路
（リークパス）が形成され、電気ペネトレーションの密封機能が低下する事象を
格納容器バウンダリ機能に係る気密性低下という。

• 米国電気電子学会が定めた規格に基づき長期健全性試験を行い、運転開始後６０年
時点においても格納容器バウンダリ機能に係る気密性を維持できることを確認した。

• また、現状の保全は、定期的に原子炉格納容器漏えい率試験および電気ペネトレー
ションに封入している窒素ガスの圧力を確認しており、これを継続することで今後も健
全性を維持できることを確認した。
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